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第 3 編 

１．届  出 

保安法に基づき、液化石油ガスの販売を行う場合の主な手続きは次のとおりである。 

区    分 備    考 様式 

高 圧 ガ ス 販 売 事 業 届 書 

▸ 販売事業を始めるとき（新規） 

▸ 個人から法人へ組織変更するとき(廃止届書も

必要) 

▸ 販売所を新設するとき 

▸ 販売所を移転するとき 

（廃止届書も必要） 

P304 

高 圧 ガ ス 販 売 事 業 廃 止 届 書 ▸ 販売事業を廃止したとき P309 

高 圧 ガ ス 販 売 主 任 者 届 書 ▸ 販売主任者を選任又は解任したとき P310 

高 圧 ガ ス 販 売 変 更 届 
▸ 販売の方法を変更又は追加するとき 

▸ 貯蔵施設を変更するとき 
P312 

名称変更・住居表示変更届書 
▸ 名称変更したとき 

▸ 販売所所在地の住居表示が変更されたとき 
P313 

高 圧 ガ ス 販 売 事 業 承 継 届 書 

▸ 法人間において、合併があったとき 

▸ 個人において、相続があったとき 

▸ 事業の全部の譲り渡しがあったとき 

（個人・法人） 

P314 

事 故 届 書 第 2編 第 7章参照 ― 

※ 提出部数は 2部 
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２．高圧ガス販売事業届 

保安法では販売所ごとに事業開始の 20日前までに、下記書類を所管行政庁に届け出なけ

ればならない。 

項目 書    類 備    考 様式 

１ 高 圧 ガ ス 販 売 事 業 届 書 P304 

２ 高 圧 ガ ス 販 売 事 業 計 画 書 P305 

３ 消 費 先 保 安 台 帳 様式は任意とするが一例を別紙に示す。 P306 

４ 案 内 図 
最寄りの鉄道の駅等からの道順がわか

るもの 
― 

５ 

容 器 置 場 の 位 置 

及 び 構 造 並 び に 付 近 の 

状 況 を 示 す 図 面 

容器置場を有する場合 

第 2編 

第 1章 

P64～P67 

【備 考】 

「消費先保安台帳」には少なくとも、次に揚げる事項を記載すること。 

① 引渡先の名称及び所在地

② 引渡し先に対する販売上の保安責任者（できるだけ販売主任者免状又は製造保安

責任者免状を所有する者が望ましい。）の氏名

③ 引渡した容器の種類及び数量

④ 消費者に直接販売する販売事業者にあっては、引き渡した容器から消費者におけ

る最初の閉止弁までの配置図又は、配管の配置状況及び漏れ試験の結果並びに引

き渡した容器を配管に接続したか否か及び接続しない場合はその理由

⑤ 卸売業者にあっては、引渡先の届出年月日

⑥ 高圧ガス販売事業届と同時に、高圧ガス販売主任者届を提出する。
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３．その他の届出 

 

 （１）高圧ガス販売事業廃止届書 

<添付書類> 

なし 

 （２）高圧ガス販売主任者届書 

販売業者は、販売所ごとに、製造保安責任者免状又は、高圧ガス販売責任者免状を有

し、液化石油ガスの製造又は販売に関する 6ヶ月以上の経験を有する者を高圧ガス販売

主任者に選任して、高圧ガス販売主任者届書（解任の場合も含む）を所管行政庁に提出

しなければならない。 

液化石油ガスの高圧ガス

販売主任者 

 

第二種販売主任者免状所有 

甲種化学製造保安責任者免状所有 

甲種機械製造保安責任者免状所有 

乙種化学製造保安責任者免状所有 

乙種機械製造保安責任者免状所有 

丙種化学製造保安責任者免状（特別試

験科目のもの［丙化特別］を除く。）

所有 

液化石油ガスの販売又

は製造に関する 6 ヶ月

以上の経験 

<添付書類> 

▸ 免状の写し 

▸ 経歴書 

【備 考】 

① 業務主任者と兼任は可とする。（ただし、第二種販売主任者免状所有者のみ） 

② 保安係員との兼務は可とする。（ただし充てん設備であって移動式製造設備に

限る） 

③ 選解任を同時に行う場合は同一届書に記載のこと。 

④ 販売主任者は、高圧ガスの販売に係る保安に関する業務を管理する。（販売主任

者の職務については、第４編を参照） 

（３）販売変更届 

① 販売の方法の変更又は追加する場合。 

‹添付書類› 

▸ 高圧ガス販売事業計画書。（高圧ガス販売事業届を参照） 

② 貯蔵施設を変更する場合。 

<<添付書類>> 

▸ 容器置場の位置及び構造並びに付近の状況図 
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第 3 編 

（４）名称変更・住居表示変更届書 

<添付書類> 

住居表示変更の場合は市町村が発行する証明書の写し 

（５）高圧ガス販売事業承継届書 

① 個人の場合 

事業の全部を譲り受けた場合もしくは、届け出をしていた者が死亡し、その相続

をした者。（相続人が 2人以上ある場合において、その全員の同意により承継すべき

相続人を選定したときは、その者。） 

② 法人の場合 

分割（その事業の全部を承継するものに限る）の場合もしくは、他の法人と合併

した場合、分割によりその事業の全部を承継した法人もしくは、合併後存続する法

人や合併により設立された法人。 

<添付書類> ……液石法、承継届第 2編第 1章 P16参照 

事業の全部を譲渡し、又は相続若しくは、合併の事実を証する書面（相続の場合

であって、相続人が 2 以上であるときは、承継すべき相続人の選定に係る全員の同

意書） 
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様式第 21（第 38 条関係） 

高 圧ガス販売事業届書 液 石 

× 整 理 番 号 

×受理年月日 年   月   日 

名 称 

(販売所の名称を含む。) 

事 務 所 ( 本 社 ) 所 在 地 

〒 

販 売 所 所 在 地 

〒 

 年    月    日 

代表者氏名 

連絡担当者  

電   話   －   － 

様 

備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ4とすること。 

2 ×印の項は記載しないこと。 
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高圧ガス販売事業計画書 

１ 販売の目的 

販 売 の 目 的 

販 売 区 域 

事 業 所 数 

２ 販売の方法（該当するものを○で囲む） 

販売の形態 

小売  卸売 

伝票販売 

容器による販売   その他（   ） 

３ 販売をする高圧ガスの種類 

高圧ガス区分 高圧ガス種類（ガス名） 

液化石油ガス Ｐ  ・  ＰＢ  ・  Ｂ 

４ 販売の技術上の基準に対する事項 

液化石油ガス保安規則第 41条に規定する技術上の基準を順守します。 

５ 保安台帳 

保安台帳の様式 別紙のとおり（P306参照） 
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（小売業者用） 

№ 消費先保安台帳（例） 

消 費 先 名 称  

住 所 
ＴＥＬ 

容器      ㎏×      本  

貯槽 

自動 

切替装置    手動 

無 

 

設置場所 

 

収納覆  有   無 

屋 外 

上部覆  有   無 

 

配管工事者氏名  保安責任者名  

用途 

 

配管 

直結 

※容器－調整器 

高圧管 

 

ガス管     ㎝ 

調整器－閉止弁 

その他     ㎝ 

または配管図 

※ その他(金属フレキ、フレキ配管、継ぎ手金具付ホース等) 

  

Ａ 
Ｂ 
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（卸売業者用） 

№ 販売先保安台帳（例） 

消費先名称 
住所 

ＴＥＬ 

販売先届出年月日  

販売先販売主任者 

氏 名 及 び 資 格 

氏名 資格 

販売先兼業内容  

販 売 先 業 種 卸売      小売 

  

容器設置略図 

面積：㎡ 
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容 器 授 受 簿 

（小売業者用） 

発  送 点検結果 帰  着 

年月日 記号番号 質 量 

引渡された容器が全部

消費設備に連結したか

しなかった場合はその

理由 

配 達 

確認印 
年月日 記号番号 残 量 

        

 

気密試験結果 

（小売業者用） 

高圧側 低圧側 

年月日 方法 結果 
初圧 

kPa 

終圧 

kPa 
方法 結果 検査者 

        

 

調整器検査記録 

（小売業者用） 

年 月 日 入 口 圧 出 口 圧 検 査 者  
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様式第 25（第 44 条関係） 

高 圧 ガ ス 販 売 

事 業 廃 止 届 書 
液 石 

× 整 理 番 号 

×受理年月日    年   月   日 

名 称 

(販売所の名称を含む。 ) 

事 務 所 ( 本 社 ) 所 在 地 

〒 

販 売 所 所 在 地 

〒 

販 売 事 業 廃 止 年 月 日   年 月  日 

販 売 事 業 廃 止 の 理 由 

 年    月    日 

代表者氏名 

連絡担当者  

電   話   －   － 

様 

備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ4 とすること。 

2 ×印の項は記載しないこと。 
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様式第 34（第 72 条関係） 

高 圧 ガ ス 販 売 主 任 者 届 書 液 石 
（選任） 

（解任） 

× 整 理 番 号  

×受理年月日   年  月  日 

名 称 

( 販 売 所 の 名 称 を 含 む 。 ) 
 

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地 
〒 

販 売 所 所 在 地 
〒 

選 
 

任 

製造保安責任者免状又は 

販売主任者免状の種類 

 

販 売 主 任 者 の 氏 名 
 

解 
 

任 

製造保安責任者免状又は 

販売主任者免状の種類 
 

販 売 主 任 者 の 氏 名  

選  任 

解  任 
年  月  日  

解 任 の 理 由  

 

     年    月    日 

 

代表者氏名 

連絡担当者                       

電   話       －         － 

 

        様 
 
備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ4 とすること。 

2 ×印の項は記載しないこと。 
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高圧ガス販売主任者経歴書 

Ⅰ 資格免状 

  別紙のとおり(免状写を添付のこと) 

Ⅱ 経 歴 書 

 住所 

 氏名  年   月   日生 

   学 歴（最終学歴） 

   職 歴（高圧ガスの製造又は販売に関する経験年数） 

   賞 罰 

  上記のとおり相違ありません。 

  年  月  日 

   職名   氏名  ㊞ 
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販 売 変 更 届 液 石 

× 整 理 番 号 

×受理年月日 年   月   日 

名 称 

(販売所の名称を含む。) 

事 務 所 ( 本 社 ) 所 在 地 

〒 

販 売 所 所 在 地 

〒 

変 更 の 内 容 

 年    月    日 

代表者氏名 

連絡担当者  

電   話   －   － 

様 

備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ4 とすること。 

2 ×印の項は記載しないこと。 
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名 称 変 更 

住 居 表 示 変 更 
届 出 液 石 

× 整 理 番 号 

×受理年月日 年   月   日 

名 称 

(販売所の名称を含む。 ) 

事 務 所 ( 本 社 ) 所 在 地 
〒 

販 売 所 所 在 地 
〒 

届 出 年 月 日   年    月    日 

届 出 番 号 

旧 の 名 称 

旧 の 販 売 所 所 在 地 

変 更 年 月 日 年 月   日 

 年    月    日 

代表者氏名 

連絡担当者  

電   話   －   － 

様 

備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ4 とすること。 

2 ×印の項は記載しないこと。 

3 該当項目を○で囲み記入する。 
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様式第 21の 2（第 38 条の 2関係） 

高圧ガス販売事業承継届書 液 石 

× 整 理 番 号 

×受理年月日 年   月   日 

承継された販売事業者の名称 

承継された事業所所在地 
〒 

承 継 後 の 名 称 

(事業所の名称を含む。 ) 

事 務 所 ( 本 社 ) 所 在 地 
〒 

承継された事業所の届出 

年 月 日 及 び 届 出 番 号 

 年    月    日 

代表者氏名 

連絡担当者  

電   話   －   － 

様 

備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ4 とすること。 

2 ×印の項は記載しないこと。 
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